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令和７年度姫路市ＥＢＰＭ実践支援業務に係る提案書作成要領 

 

１ 提案書の様式及び記載上の留意点 

 (1) 応募のあった提案については、サービス内容、実績、本市とのパートナーシップの構築

及び価格を重視した総合点により選定する。ついては、貴社の経験、アイデア、創意工

夫あふれる提案や、要求水準書で示す必須要件以外の事項であっても、本市にとって有

益であるという提案を積極的に行うこと。 

 (2) 提案書は、Ａ４縦長横書き両面長辺綴じとし、ページ番号（通番）必ず記載すること。 

 (3) 提案書は、提案書表紙に会社名等の表記を記載した提案書（以下「提案書正本」とい

う。）１部と、提案者が特定できるような表示及び記載を削除した提案書本文（以下「提

案書副本」という。）８部を作成すること。提案書副本において、会社名を記述する場合

は、参加決定通知書に指定する文字列で代替すること。 

 (4) 提案書本文は、１１ポイント以上のフォントで記載すること。 

 (5) 提案書本文の用紙枚数は、Ａ４換算で２０枚（４０ページ）以内に収めること（製本し

ないこと。）。電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）を１部添付すること。電子媒体には、

紙媒体で提出する文書全てを含めること。 

   なお、提案書のページ数が少なくても、提案書作成要領に沿って構成されており、提

案内容が伝わるものであれば問題ない。 

 (6) 表紙、目次、事業費（受託希望金額）（様式第６号）については、提案書の枚数（前号

で指定したページ数）に含まないものとする。 

 (7) 提案書表紙（様式第５号）及び事業費（受託希望金額）（様式第６号）は、必ず本市指

定の様式を使用すること。 

 (8) 目次、本文の記載様式は、特に指定しないものとする。ただし、本文は、次項「提案書

記載事項」に示す項目の順に記載すること。 

 (9) 本市の提示する要求水準書を全面的にコピーしたり、「要求水準書のとおり」といった

記述に終始したりしないこと。 

 (10) 提案書は、日本語で分かりやすく記述すること。専門的な用語については、用語解説

を入れるなど、提案内容を理解しやすいように工夫すること。 

 (11) 事業費（受託希望金額）（様式第６号）の金額は、日本円で記入すること。 

 (12) 事業費（受託希望金額）（様式第６号）は、正本１部を提出すること。 

 (13) 提案書に記載の実績を証する契約書（業務内容の分かる仕様書等を含む。）の写し１

部を提出すること。 

 (14) 提案書副本に、提案者が特定できるような表示及び記載がある場合は失格となる場合

がある。 
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２ 提案書記載事項 

 (1) 提案書 

項目 記載内容 

１ 業務経歴  

１－１ 

企業の業務実績 

国又は地方公共団体を契約相手方とするＥＢＰＭ関連業

務（データに基づく政策立案・政策評価に係る支援、職員

のＥＢＰＭの実践に向けた支援）のうち、過去５年間（令

和２年（2020 年）４月１日以後）に完了したものの実績に

ついて、実施年度、契約相手方、担当部署及び業務概要を

最大５件まで記述すること。 

 

 ※ 実績１件当たりの評価点の算出方法 

⑴契約相手方の規模 × ⑵業務の性質 ＝ 評価点 

  ⑴ 契約相手方の規模 

契約相手方が国、都道府県、政令指定都

市、中核市又は特別区の場合 

２点 

契約相手方が上記以外の場合 １点 

  ⑵ 業務の性質 

ロジックモデルの作成、分析、分析結果

の可視化、改善提案など、要求水準書に

記載の業務内容と関連性が高い場合 

７点 

政策立案のための調査、ＥＢＰＭに関す

る研修など、要求水準書に記載の業務内

容と一定の関連性がある場合 

３点 

要求水準書に記載の業務内容と関連性が

少ない場合 

０点 

  

２ 提案内容  

２－１ 

業務実施方針 

本業務に取り組むに当たって、ＥＢＰＭに関する近年の社

会動向、国や地方公共団体の取組方針、先進事例、本市に

おけるデータ利活用の現状、主要な政策や課題を踏まえ

て、本業務を実施する上で掲げる目標、ビジョンを記述す

ること。 

２－２ 

業務実施体制 

本業務に取り組むに当たって、ＤＸ、まちづくり、福祉、

観光、教育など幅広い行政課題やＥＢＰＭに関する専門的

知識に精通する多様な人材を確保し、かつ、その緊密な連

絡体制を確立することが必要と考えられるが、要求水準書
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を踏まえて、人員配置、連絡体制等、本業務の実施体制に

ついて記述すること。 

２－３ 

業務計画 

要求水準書に示す履行期間、成果物の提出期限等を踏まえ

て、本業務の具体的な実施スケジュールについて記述する

こと。 

２－４－１ 

実践支援研修 

要求水準書に示す実践支援研修について、ロジックモデル

の作成、評価指標（ＫＰＩ）の設定、データリストの作成、

データ分析、分析結果の可視化、事業の見直し、改善提案

等の伴走支援に関する考え方に関する取組方針を具体的

に記述すること。 

２－４－２ 

ＥＢＰＭ相談窓口 

要求水準書に示すＥＢＰＭ相談窓口について、対応体制

（組織、人員）、相談事項の受付から回答、記録、報告まで

の流れを具体的に記述すること。 

ＥＢＰＭ相談窓口の活用のため、市職員からの積極的な相

談を促す工夫について記述すること。 

２－４－３ 

人材育成 

要求水準書に示す人材育成について、研修計画（対象者、

時期、内容等）を具体的に記述すること。 

２－４－４ 

ＥＢＰＭの持続可能な実践

スキームと運用体制構築に

関する企画・助言 

要求水準書に示す検討を要すべき事項ア～キについて、課

題認識とそれに対する具体的な取組や案を記述すること

（実例を踏まえたものである場合は、その旨を記述するこ

と。）。 

 ・ 実施方針や実施体制 

 ・ 本市の現状や課題認識をどのように把握するか 

 ・ 政策立案や予算編成過程に関連して行うＥＢＰＭの

具体的な取組やスケジュール など 

また、業務開始後に新たな論点が生じた場合にどのように

対応するか記述すること。 

２－５ 

令和８年度実施予定の業務

内容 

令和７年度業務の成果及び課題を踏まえ、令和９年度から

の本格的なＥＢＰＭの運用開始を見据えた取組方針を具

体的に記述すること。なお、令和８年度業務については本

業務の提案上限金額を目安とするが、現時点で令和８年度

の予算措置を保障するものではない。 

３ その他  

３－１ 

追加提案 

要求水準書に記載の業務内容に関連又は付随する内容で、

提案金額の範囲内で実現する追加提案があれば、具体的か

つ詳細に記載すること。 
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 (2) 事業費（受託希望金額）（様式第６号） 

項目 記載内容 

事業費（受託希望金額） 

（様式第６号） 

・ 事業費（受託希望金額）の総額を記入すること。 

・ 消費税及び地方消費税相当額を除いた額とすること。 

 

３ その他の留意事項 

 (1) 要求水準書に記載している事項は、原則として全て実現することを必須とするが、異

なる方法等でその目的を実現させる場合は、その理由を付した上で記述すること。記載

漏れがあった場合、評価が大幅に低くなることがあるので、本市の要求を実現できる提

案内容を網羅的に記述すること。 

 (2) 提案書に記載する事項については、提案書のうち「事業費（受託希望金額）に含まれな

い。」としたもの以外は、事業費（受託希望金額）の範囲内で実現可能なものとして判断

する。 

 


